
（平成２８年３月３１日現在）

（単位：百万円）

      科  　　　目 金　　額       科  　　　目 金　　額

（ 資  産  の  部 ） 　 （ 負  債  の  部 ）

流　動　資　産 49,796 流  動  負  債 138,792 

550 84,325 

5,982 769 

7,013 15,147 

1,516 10,017 

12,779 1,111 

15,823 40 

48 1,637 

1,456 16,807 

1,376 5,081 

589 793 

2,667 1,930 

△ 8 1,130 

固　定　資　産　 989,701 固  定  負  債 710,533 

389,502 458,900 

377,687 5,836 

6,130 110,755 

107,742 200 

108,638 745 

45,581 17,219 

7,346 116,876 

7,975 849,326 

59,179    （ 純 資 産 の 部 ）

18 株　主　資　本 188,294 

14,053 100 

△ 25,517 131,038 

131,038 

57,156 

57,156 

6,005 

51,151 

評価・換算差額等 1,876 

1,926 

△ 50 

190,171 

1,039,497 1,039,497 

現 金 及 び 預 金

未 収 収 益

未 収 金

前 払 費 用

商 品

貯 蔵 品

未 収 運 賃

販 売 土 地 建 物

短 期 貸 付 金

その他の流動負債

貸　 借 　対　 照　 表

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

各事業関連固定資産

その他の流動資産

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

鉄道事業固定資産

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

その他の事業固定資産

関 係 会 社 株 式

前 受 運 賃

前 受 金

前 受 収 益

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

リ ー ス 債 務

長 期 借 入 金

投 資 損 失 引 当 金

その他の固定負債

繰 延 税 金 負 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

固定資産撤去損失引当金

資 本 準 備 金

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

その他利益剰余金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

固定資産圧縮積立金

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

その他の関係会社有価証券
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損　  益  　計　  算 　 書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　額

１０３，１４０
７７，３２５

２５，８１５

１０１，３５３
６８，８２２

３２，５３０

５８，３４６

５，９９１
１，２９２ ７，２８４

１１，７１１
１，７４５ １３，４５７

５２，１７３

９１５

１，００４
７１ １，９９０

２５８

８９６

２９１
１８７ １，６３４

５２，５２９

２，２０７
１０，２５６ １２，４６３

４０，０６５

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

そ の 他 の 収 益

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他 の 事 業

鉄 道 事 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

固 定 資 産 売 却 益

株 式 報 酬 受 入 益

固 定 資 産 圧 縮 損

工 事 負 担 金 等 受 入 額

固定資産撤去損失引当金繰入額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

減 損 損 失

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 売 却 損
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法

② その他の関係会社有価証券   移動平均法による原価法

但し、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資については、当該組合の財産の持分相当額を計上しており

ます。

③ その他有価証券

a 時価のあるもの     期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

b 時価のないもの     移動平均法による原価法

但し、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資については、当該組合の財産の持分相当額を計上しており

ます。

(2) デリバティブ

時価法によっております。

(3) 販売土地建物

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．有形固定資産の減価償却の方法

① 鉄道事業取替資産       取替法

② その他の有形固定資産     定率法

但し、平成 10 年４月１日以降取得した建物については、定額法を採用しております。また、所

有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念  

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
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年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(3) 固定資産撤去損失引当金

翌事業年度以降に実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、費用を合理的に見積もることが可能な

工事について、当該見積額を計上しております。

(4) 投資損失引当金

関係会社等の事業の損失に備えるため、その資産状態等を勘案し、出資金額及び貸付金額を超えて、

当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 工事負担金等の会計処理

当社は、鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方

公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。

これらの工事負担金等により取得した資産は、取得原価から当該工事負担金等相当額を直接減額した

うえで固定資産に計上しております。

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、取得原価から  

直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

(2) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を行っております。

但し、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っております。

(3) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(4) 連結納税制度の適用

阪急阪神ホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を受けております。

貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

鉄道事業固定資産（鉄道財団）  375,918 百万円

平成 17 年４月１日付分社型（物的）吸収分割により、阪急ホールディングス株式会社（現阪急阪

神ホールディングス株式会社）の保有する鉄道事業固定資産を承継しております。それに伴い、上記

資産は同社の財団抵当借入金の担保にも供しております。

(2)  担保に係る債務

       短期借入金            505 百万円

長期借入金            18,794 百万円

合計            19,300 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 555,437 百万円
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３．事業用固定資産 有形固定資産 767,371 百万円

土 地 465,196 百万円 建 物 151,101 百万円

構 築 物 109,568 百万円 車 両 23,302 百万円

そ の 他 18,202 百万円

無形固定資産   5,948 百万円

４．保証債務

他の会社の金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。

阪急阪神ホールディングス株式会社 ※１       801,813 百万円

阪神電気鉄道株式会社 ※２          26,130 百万円

神戸高速鉄道株式会社 ※１            12,943 百万円

北大阪急行電鉄株式会社 ※３           6,252 百万円

株式会社阪急阪神フィナンシャルサポート ※１    5,651 百万円

株式会社宝塚クリエイティブアーツ          12 百万円

合計                  852,804 百万円

※１ 阪神電気鉄道株式会社と連帯保証を行っております。

※２ 阪急阪神ホールディングス株式会社と連帯保証を行っております。

※３ 阪急阪神ホールディングス株式会社及び阪神電気鉄道株式会社と連帯保証を行っておりま

す。

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,714 百万円

長期金銭債権 61,783 百万円

短期金銭債務   8,036 百万円

長期金銭債務   1,537 百万円

６．取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債務 33 百万円

７．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 157,447 百万円

損益計算書に関する注記

１．営業収益 204,494 百万円

２．営 業 費 146,147 百万円

運送営業費及び売上原価 104,442 百万円 販売費及び一般管理費 9,898 百万円

諸 税   8,144 百万円 減 価 償 却 費 23,662 百万円

３．関係会社との取引高

営業取引による取引高

営 業 収 益 11,676 百万円

営 業 費 27,398 百万円

営業取引以外の取引による取引高 13,309 百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 800 株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成27年６月16日

定時株主総会
普通株式 10,403 13,004,378.53 平成27年３月31日 平成27年６月17日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成 28 年６月 14 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案しております。

① 配当金の総額 32,052 百万円

② １株当たり配当額 40,065,570.43 円

③ 基準日 平成 28 年３月 31 日

④ 効力発生日 平成 28 年６月 15 日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、分譲土地建物評価損の否認、繰越欠損金等であり、繰延税金負債の発

生の主な原因は、土地再評価差額金相当額等であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、オペレーティング・リース取引及びリース取引開始日が「リース

取引に関する会計基準」適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引は、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。なお、リース契約により使用している主なものは、阪急西宮ガー

デンズほか建物の一部や鉄道車両の一部等であります。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定し、グループ会社等からの借入によ

り資金を調達しております。

未収金に係る取引先の信用リスクについては、各事業本部の適切な管理に基づき、リスク低減を図っ

ております。未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

貸付金は、主として子会社への貸付であり、子会社の状況を定期的に確認することで、財務状況の悪

化等による回収懸念の早期把握やリスク低減を図っております。

借入金の使途は主に、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金は金利変動リスクに晒さ

れておりますが、当社は固定金利中心の資金調達を実施しております。

なお、デリバティブ取引は、為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わな

い方針としております。

２．金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時 価 差 額

資産の部

(1) 現金及び預金 550 550 －

(2) 未収運賃 5,982 5,982 －

(3) 未収金 7,013 7,013 －

(4) 短期貸付金 12,779 12,779 －

(5) 投資有価証券 4,677 4,677 －

(6) 長期貸付金 59,179 33,667 △25,512

負債の部

(7) 短期借入金（※） － － －

(8) 未払金 15,147 15,147 －

(9) 長期借入金（※） 543,226 571,269 28,042

(10) デリバティブ取引 － △76 －

（※）１年内返済予定の長期借入金は「(9) 長期借入金」に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 未収運賃、(3) 未収金、(4) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(5) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

(6) 長期貸付金

長期貸付金の時価については、当該帳簿価額より貸倒引当金を控除した金額であります。
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(7) 短期借入金、(8) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(9) 長期借入金

長期借入金の時価については、固定金利によるものは元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。また、変動金利によるも

のは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(10) デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（注２）投資有価証券のうち、非上場株式等（貸借対照表計上額2,669百万円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(5) 投資有価証券」には含めておりません。

（注３）関係会社株式（貸借対照表計上額45,581百万円）及びその他の関係会社有価証券（貸借対照表計上

額7,975百万円）は、全て非上場株式であり、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりませ

ん。

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では､大阪市北区その他の地域において、賃貸オフィスビル及び賃貸商業施設等を有しておりま

す。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価

298,925   478,111

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」

に基づく鑑定評価額であり、その他の物件については固定資産税評価額等の指標に基づく時価であ

ります。

（注３）開発中物件（貸借対照表計上額1,907百万円）は、開発の途中段階であることから、時価を把握す

ることが難しいため、上表には含めておりません。
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関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

（注４）

科目 期末残高

（注４）

親会社 阪急阪神ホール

ディングス株式

会社

被所有

直接 100.0％

債務被保証

債務保証

担保提供

役員の兼任

債務被保証

（注１）

債務保証

（注２）

担保提供

（注３）

19,300

801,813

54,356

－

－

－

－

－

－

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）金融機関からの借入金に対して保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

（注２）金融機関からの借入金、社債に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行ってお

りません。

（注３）財団抵当借入金に対して、当社の鉄道事業固定資産の一部を担保に供しております。

（注４）取引金額及び期末残高には消費税を含めておりません。

２．子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）相手方との協議によりその条件等を定めておりますが、利息の免除及び軽減を行っております。

（注２）金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行っておりませ

ん。

（注３）取引金額及び期末残高には消費税を含めておりません。

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

（注３）

科目 期末残高

（注３）

子会社 北神急行電鉄株式

会社

所有

直接 27.5％

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付

（注１）

－ 長期

貸付金

40,892

関連会社 神戸高速鉄道株式

会社

所有

直接 25.9％

資金の貸付

債務保証

役員の兼任

資金の貸付

（注１）

債務保証

（注２）

－

12,943

長期

貸付金

－

17,508

－
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３．兄弟会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

（注４）

科目 期末残高

（注４）

親会 社 の

子会社

株式会社阪急阪

神フィナンシャ

ルサポート

なし 資金の借入

資金の貸付

資金の借入

（注１）

資金の貸付

（注１）

利息の支払

－

125,448

11,324

短期

借入金

長期

借入金

短期

貸付金

未払費用

83,820

440,106

12,779

54

阪神電気鉄道株

式会社

なし 債務被保証

債務保証

債務被保証

（注２）

債務保証

（注３）

19,300

26,130

－

－

－

－

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）阪急阪神ホールディングスグループにおける資金調達の一元化に伴うものであり、金利につい

ては、市場金利を勘案して決定しております。

（注２）金融機関からの借入金に対して保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

（注３）金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行っておりませ

ん。

（注４）取引金額及び期末残高には消費税を含めておりません。

４．役員及び個人主要株主等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事 者

との関係

取引の内容 取引金額

（注４）

科目 期末残高

（注４）

役 員及 び

そ の 近 親

者

阪口春男 なし 当社監査役

不動産の賃貸

不動産の賃貸料

（注１）

47 敷金 33

役 員 及 び

そ の 近 親

者 が 議 決

権 の 過 半

数 を 所 有

し てい る

会社

建石産業株式会

社

（注２）

なし 不動産取引

役員の兼任

不動産の購入

（注３）

5,222 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）不動産の賃貸借については、近隣の取引事例を参考に決定しております。

（注２）当社の取締役小林公一及びその近親者が議決権を 77％直接保有しております。

（注３）不動産の購入価額については、不動産鑑定士による評価額をもとに決定しております。

（注４）取引金額及び期末残高には消費税を含めておりません。
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１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 237,714,147.77 円

２．１株当たり当期純利益 50,081,963.04 円


